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１．16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月１日～平成 16年 3月 31 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円 
348,842 
332,421 

      ％ 
     4.9   
  9.1 

百万円 
       9,560 

8,234 

％ 
    16.1   
   194.4 

百万円 
5,399 
4,390 

％ 
    23.0 
   114.2 

 
 当 期 純 利 益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円 
   3,167    
3,290 

％ 
 △3.7 
    ― 

円 銭 
5  59 
5  82 

           円 銭 
       ―

― 

％ 
1.4 
1.4 

％ 
1.0 
0.8 

％ 
1.5 
1.3 

（注）①期中平均株式数        16 年 3月期  540,081,385 株    15 年 3月期  545,082,924 株 
      ②会計処理の方法の変更    無 
      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 
  中  間 期  末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配当率 

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

円 銭 
  6  50 
5 00 

円 銭 
2 50 
2 50 

円 銭 
4 00 
2 50 

百万円 
3,510 
2,716 

％ 
116.3 

      85.9 

％ 
1.5 
1.2 

 
(3)財政状態 
 

総 資 産

 

株 主 資 本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円 
566,471 
526,202 

百万円 
231,175 
217,701 

％ 
              40.8   

41.4 

               円 銭 
          427  78 
          402  85 

(注) ①期末発行済株式数 16 年 3 月期  540,062,155 株 15 年 3 月期 540,099,702 株 
 ②期末自己株式数 16 年 3 月期     11,205,949 株 15 年 3 月期  11,168,402 株 

２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16年 4月 1日～平成 17 年 3 月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
182,000 
376,000 

百万円 
4,000 
9,000 

百万円 
3,000 
7,500 

百万円 
 2,000 
4,500 

円 銭 
4  00 
－ 

円 銭 
－ 

4  00 

円 銭 
－ 

8  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  8 円 33 銭 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結７ページを参照して下さい。 



 
－単独 1－ 

 
 

 
比 較 貸借対照表  

 
(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４３期 

(平成 16年 3月 31 日) 

第１４２期 
(平成 15年 3月 31 日) 

比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２１７，９２５ 

 
      ２０７，４６１ 

 
１０，４６４ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
製 品 
仕 掛 品 
材 料 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

２７，５５２ 
９８６ 

１０５，３２０ 
８，４９６ 
７，９９０ 
７，２６７ 
３４９ 
６２２ 

２４，２８０ 
７，３０８ 
２７，７８０ 

△２８ 
 

３４８，５４６ 

１７，３７２ 
９０６ 

９４，９１３ 
１７，３３９ 
７，９５９ 
９，５４６ 
３７１ 
５５４ 

２３，２７５ 
２，４６１ 
３２，７７８ 

△１９ 
 

３１８，７４０ 

１０，１８０ 
８０ 

１０，４０７ 
△８，８４３ 

３１ 
△２，２７９ 

△２２ 
６８ 

１，００５ 
４，８４７ 
△４，９９８ 

△９ 
 

２９，８０６ 
 
有 形 固 定 資 産  

 
７２，８７６ 

 
７４，７３６ 

 
△１，８６０ 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

２７，７２２ 
１，７９６ 
２３，８４７ 

１０７ 
２，００９ 
１５，１５４ 
２，２３８ 

 
１，７７８ 

２９，３０６ 
１，９６９ 
２４，２５８ 

１３７ 
２，０９８ 
１５，１２７ 
１，８３８ 

 
１，５５７ 

△１，５８４ 
△１７３ 
△４１１ 
△３０ 
△８９ 
２７ 
４００ 

 
２２１ 

借 地 権 
その他の無形固定資産 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

１，１６２ 
６１６ 

 
２７３，８９１ 

１，１６８ 
３８９ 

 
２４２，４４７ 

△６ 
２２７ 

 
３１，４４４ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資その他の資産 
貸 倒 引 当 金 

５９，６９８ 
１７０，８６５ 
１７，５６７ 
２１，９７２ 

－ 
４，８７４ 
△１，０８７ 

４２，１４５ 
１７６，１３１ 
２，２１７ 
１４，４９５ 
３，５４５ 
５，０５２ 
△１，１４０ 

 

１７，５５３ 
△５，２６６ 
１５，３５０ 
７，４７７ 
△３，５４５ 
△１７８ 
５３ 

資 産 合 計 ５６６，４７１ ５２６，２０２ ４０，２６９ 
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(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４３期 

(平成 16年 3月 31 日) 

第１４２期 
(平成 15年 3月 31 日) 

比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１９７，９０７ 

 
１４６，７７４ 

 
５１，１３３ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

３，２６８ 
９４，３９４ 
４７，６７２ 
２０，０００ 
１６，９８９ 
７，３５８ 
７，７３３ 

６３ 
４２７ 

 
１３７，３８９ 

４，７５７ 
８５，１０３ 
３４，８０４ 
１０，０００ 

－ 
４，２２４ 
７，３８２ 

１７ 
４８５ 

 
１６１，７２７ 

△１，４８９ 
９，２９１ 
１２，８６８ 
１０，０００ 
１６，９８９ 
３，１３４ 
３５１ 
４６ 
△５８ 

 
△２４，３３８ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

７０，０００ 
－ 

５２，５００ 
１２，８５１ 
１，７２９ 
３０８ 

 

９０，０００ 
１６，９８９ 
５２，５００ 

－ 
１，６６８ 
５６９ 

 

△２０，０００ 
△１６，９８９ 

－ 
１２，８５１ 

６１ 
△２６１ 

 
負 債 合 計 ３３５，２９６ ３０８，５０１ ２６，７９５ 

(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７６ 

 
６７，１７６ 

 
－ 

 
資 本 剰 余 金  

 
７７，９２４ 

 
７７，９２３ 

 
１ 

資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
 自 己 株 式 処 分 差 益 

 
利 益 剰 余 金  

７７，９２３ 
０ 
０ 
 

７１，６９５ 

７７，９２３ 
－ 
－ 
 

７１，３４８ 

－ 
０ 
０ 
 

３４７ 
利 益 準 備 金 
事 業 研 究 費 積 立 金 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
別 途 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 

１０，２９２ 
１，６２７ 

１ 
２，６０６ 
５３，２６６ 
３，９０２ 

１０，２９２ 
１，６２７ 

１ 
２，７７２ 
５３，２６６ 
３，３８８ 

－ 
－ 
－ 

△１６６ 
－ 

５１４ 
 
株 式 等 評 価 差 額 金  

 
１８，４１６ 

 
５，２７４ 

 
１３，１４２ 

 
自 己 株 式  

 
△４，０３８ 

 
△４，０２２ 

 
△１６ 

    
資 本 合 計 ２３１，１７５ ２１７，７０１ １３，４７４ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５６６，４７１ ５２６，２０２ ４０，２６９ 
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比 較 損益計算書  
 

(単位 百万円)

 科   目 

第１４３期 
自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

第１４２期 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 比 較 増 減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

  

(経 常 損益の部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

３４８，８４２ 
３０３，０６６ 
３６，２１５ 
９，５６０ 

％ 
 

100.0 
86.9 
10.4 
2.7 

 
 

３３２，４２１ 
２８８，２３０ 
３５，９５７ 
８，２３４ 

％ 
 

100.0 
86.7 
10.8 
2.5 

 
 

１６，４２１ 
１４，８３６ 

２５８ 
１，３２６ 

％ 
 

4.9 
5.1 
0.7 
16.1 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
３，８６２ 

 
1.1 

 
３，７８０ 

 
1.1 

 
８２ 

 
2.2 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

２，８１８ 
１，０４３ 

８，０２３ 

0.8 
0.3 

2.3 

２，２８３ 
１，４９７ 

７，６２４ 

0.7 
0.4 

2.3 

５３５ 
△４５４ 

３９９ 

23.4 
△30.3 

5.2 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

３，３８０ 
４，６４２ 

５，３９９ 

1.0 
1.3 

1.5 

３，５０４ 
４，１２０ 

４，３９０ 

1.1 
1.2 

1.3 

△１２４ 
５２２ 

１，００９ 

△3.5 
12.7 

23.0 

(特 別 損益の部 ) 
特別利益 ７，９９０ 2.3 １５，９３２ 4.8 △７，９４２ △49.8 
投資有価証券売却益 
子 会 社 株 式 売 却 益 
退職給付信託設定益 
固 定 資 産 売 却 益 

特別損失 

７，５２５ 
４６５ 
－ 
－ 

７，２０９ 

2.2 
0.1 
－ 
－ 

2.0 

３，１５０ 
－ 

１１，８９１ 
８９０ 

２２，１４３ 

0.9 
－ 
3.6 
0.3 

6.6 

４，３７５ 
４６５ 

△１１，８９１ 
△８９０ 

△１４，９３４ 

138.9 
－ 
－ 
－ 

△67.4 
子 会 社 株 式 売 却 損 
投資有価証券等評価損 
事 業 構 造 改 善 費 用 

 
税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

７，２０９ 
－ 
－ 
 
 

６，１８０ 

2.0 
－ 
－ 

 
 

1.8 

８５１ 
１４，０５２ 
７，２３９ 

 
 

△１，８１９ 

0.2 
4.2 
2.2 

 
 

△0.5 

６，３５８ 
△１４，０５２ 
△７，２３９ 
 
 
７，９９９ 

747.0 
－ 
－ 

 
 

－ 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 

２２３ 
－ 

２，７８９ 

0.1 
－ 
0.8 

２１２ 
２１６ 

△５，１０６ 

0.1 
0.1 
△1.5 

１１ 
△２１６ 
７，８９５ 

5.2 
－ 
－ 

 
当 期 純 利 益 

 
３，１６７ 

 
0.9 

 
３，２９０ 

 
1.0 

 
△１２３ 

 
△3.7 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 

 

２，０８４ 
１，３５０ 

  

１，４６４ 
１，３６５ 

    
当 期 未 処 分 利 益 ３，９０２  ３，３８８    
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比 較 利益処分案  
 
  (単位 百万円) 

 
 

第１４３期 
(平成15年4月1日～平成16年3月31日) 

第１４２期 
(平成14年4月1日～平成15年3月31日) 

当 期 未 処 分 利 益 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 

海 外 投 資 損 失 積 立 金 取 崩 額 

３，９０２ 

５９ 

０ 

３，３８８ 

１６５ 

０ 

計 
 

これを次のとおり処分します。 
 

利 益 配 当 金 
 

取 締 役 賞 与 金 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 

３，９６２ 
 

 
 

２，１６０ 
   （１株につき４円） 

              １５０  

      ４ 

１４ 

３，５５４ 
 

 
 

１，３５０ 
（１株につき２円５０銭） 

              １２０  

      － 

      － 

計 
 

次 期 繰 越 利 益 

２，３２９ 
 

１，６３３
 

１，４７０ 
 

２，０８４
 

(注)平成１５年１２月１２日に、１，３５０百万円(１株につき２円５０銭)の中間配当を実施いたし 
ました。 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
 その他有価証券 
  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
  ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して
おります。 
 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 
 

５．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
      期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま
た貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しており
ます。 

 
(2) 退職給付引当金 
  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。 
 

(3) 役員退職慰労引当金 
   役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 
    この役員退職慰労引当金は商法施行規則第４３条の引当金であります。 

６． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて
は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 
金利スワップ   借入金 

 
(3) ヘッジ方針 
   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建
債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の 
為に金利スワップ取引を行うものとしております。 
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(4) ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、
有効性の評価としております。 

 
８．消費税等の会計処理 

 税抜方式であります。 
 
 
注記事項注記事項注記事項注記事項    

(貸借対照表に関する事項) 
         第１４３期         第１４２期 
１．子会社に対する短期金銭債権 95,203百万円 95,347百万円 
     〃   長期金銭債権 17,815百万円 2,789百万円 
     〃   短期金銭債務 48,583百万円 21,170百万円 
     〃   長期金銭債務 195百万円 277百万円 
   
２．有形固定資産の減価償却累計額 192,715百万円 193,246百万円 
   
３．保証債務等 39,783百万円 51,370百万円 
 （保証類似行為を含めております。）  

 
(損益計算書に関する事項) 

子会社との取引高         第１４３期         第１４２期 
     売 上 高 153,203百万円 141,998百万円 
     仕 入 高 131,764百万円 86,236百万円 
   営業取引以外の取引高 33,349百万円 37,274百万円 

 
 
有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                  (単位  百万円) 

第１４３期 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

第１４２期 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

種 類 
貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 貸借対照表 

計上額 時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － － 
関連会社株式 2,692 8,902 6,210 2,692 5,490 2,797 

合  計 2,692 8,902 6,210 2,692 5,490 2,797 
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税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計    
    
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
  第１４３期  第１４２期  
      

繰延税金資産      

 賞与引当金損金算入限度超過額  1,737 百万円 1,381 百万円 
 退職給付引当金損金算入限度超過額  8,855  10,971  
 繰越外国税額控除  313   ―  
 税務上の繰越欠損金  8,372  9,908  
 その他  3,943  3,903  
繰延税金資産小計  23,221  26,164  
評価性引当額  △1,923  △1,986  
繰延税金資産合計  21,298  24,178  

      

繰延税金負債      

 固定資産圧縮積立金  △1,700  △1,737  
 退職給付信託設定益  △12,853  △12,853  
 その他有価証券評価差額金  △12,277  △3,516  
 その他  △10  △63  
繰延税金負債合計  △26,842  △18,171  

      
繰延税金資産（負債）の純額  △5,543  6,007  

 
 
２．国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率  42.0 ％ 42.0 ％ 
 (調整)      

 交際費等永久に損金算入されない項目  11.9  △16.9  

 受取配当金等永久に益金算入されない項目  △2.0   ―  

 評価性引当額  △1.1  266.4  

 繰越外国税額控除  △5.1   ―  

 税率変更の影響  3.0  △7.4  

 その他  0.1  △3.3  
税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.8  280.8  
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役員の異動（平成１６年６月２９日付） 
 

 当社は、従来よりコーポレートガバナンスの充実に積極的に取組んでまいりましたが、

このたび、株主価値の更なる増大と経営の透明性向上を図るため、委員会等設置会社に移

行する予定です。 

 新役員候補者の選任にあたっては、企業統治の継続性を維持しつつ、当社にふさわしい

コーポレートガバナンスの体制を作り上げることを意図しました。 

 これにより、執行組織(執行役)による経営の機動性を上げ、監督組織(取締役会)は、執

行組織と密接に連携しながら監督機能を強化してまいります。 

 従いまして、従来の監査役及び執行役員は廃止する予定です。 

 
１．選任取締役候補者 

＊朝 香 聖 一  （現 代表取締役社長） 
＊町 田   尚  （現 取締役、執行役員常務） 
＊大 塚 紀 男  （現 取締役、執行役員常務） 
＊原   道 夫  （現 取締役、執行役員常務） 
＊篠 原 三知夫 （現 執行役員常務） 
＊矢 野 豊 明  （現 執行役員常務） 
＊谷 川   彰   （現 執行役員常務） 
三 木 玄 夫  （現 執行役員） 

＊＊伊 庭   保   （現 社外取締役） 
＊＊佐 成 豐 彦  （現 社外取締役） 
＊＊有 田 龍 郎  （現 社外監査役） 

 
   ＊印の取締役候補者は執行役を兼務する予定であります。 
  ＊＊印の取締役候補者は商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件

をみたしております。 
 
２．退任予定取締役 

関 谷 哲 夫  （現 代表取締役会長） 
        相談役に就任予定 
村 田 正 雄  （現 代表取締役副社長） 
        特別顧問に就任予定 
                中外商事（株）取締役社長 
小 野 敏 彦  （現 取締役、執行役員常務） 
       （株）天辻鋼球製作所 常務取締役に就任予定 
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３．退任予定監査役 

古 村 恭三郎  （現 常勤監査役） 顧問に就任予定         
高 野 公 一  （現 常勤監査役） 顧問に就任予定 
小 林   喬  （現 社外監査役）          
有 田 龍 郎  （現 社外監査役） 社外取締役に就任予定 
 
 

４．執行役選任予定者 
＊代表執行役社長 朝 香 聖 一  （現 代表取締役社長） 
＊代表執行役専務 町 田   尚   （現 取締役、執行役員常務） 
＊代表執行役専務 大 塚 紀 男   （現 取締役、執行役員常務） 
＊執行役専務   篠 原 三知夫   （現 執行役員常務） 
＊執行役専務   矢 野 豊 明   （現 執行役員常務） 
執行役専務   出 川 光 夫   （現 執行役員常務） 
＊執行役常務   原   道 夫   （現 取締役、執行役員常務） 
＊執行役常務   谷 川   彰    （現 執行役員常務） 
執行役常務   三 觜 行 雄   （現 執行役員常務） 
執行役常務   庄 司 雅 夫   （現 執行役員常務） 
執行役常務   谷 川 紀 彦   （現 執行役員常務） 
執行役常務   村 本  薫    （現 執行役員常務） 
執行役常務   阿 部 信 義   （現 執行役員） 
執行役常務   宇 山 洋 一   （現 執行役員） 
執行役常務   新 保 敏 英   （現 執行役員） 
執行役常務   斎 藤 量 一   （現 執行役員） 
執行役     恵 島 祥一朗  （現 執行役員） 
執行役     中 川 信太郎  （現 執行役員） 
執行役     吉 開  高   （現 執行役員） 
執行役     小 林 秀 一   （現 執行役員） 
執行役     松 尾  望   （現 執行役員） 
執行役     玉 置  明   （現 執行役員） 
執行役     正 田 義 雄   （現 執行役員） 
執行役     伊 藤 雅 夫   （現 執行役員） 
執行役     相 島 雅 一   （現 執行役員） 
執行役     小 森  勉   （現 執行役員） 
執行役     市 川 達 夫   （現 執行役員） 
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執行役     松 田 和 雄  
執行役     高 橋 伸一郎  
執行役     斉 藤 佳 男  
執行役     大 坪 由二郎  
執行役     建 部 幸 夫  
執行役     満 江 直 樹  
執行役     武 岡 博 和  
執行役     芝 本 英 之  

 
   ＊印の執行役選任予定者は取締役を兼務する予定であります。 
 
 
※ 小野瀬喜章は執行役員常務を退任し、ＮＳＫ販売（株）取締役副社長に就任予定。 
※ 殿岡勝久は執行役員を退任し、ＮＳＫマシナリー（株）取締役社長に就任予定。 
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新役員体制 
以上の異動により、平成１６年６月２９日付にて、当社の新取締役会、委員会及び 

執行役の体制は次のとおりとなる予定です。 
 
取締役会（＊印は執行役を兼務） 
＊朝 香 聖 一  
＊町 田   尚  
＊大 塚 紀 男 
＊原   道 夫 
＊篠 原 三知夫 
＊矢 野 豊 明 
＊谷 川   彰 
三 木 玄 夫 
伊 庭   保   （ 社外取締役 ） 
佐 成 豐 彦  （ 社外取締役 ） 
有 田 龍 郎  （ 社外取締役 ） 

 
委員会 
 監査委員会 委員長 佐 成 豐 彦（ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  三 木 玄 夫 
 
 報酬委員会 委員長 伊 庭   保 （ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  大 塚 紀 男 
 
 指名委員会 委員長 朝 香 聖 一 
       委員  佐 成 豐 彦（ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
 
執行役（＊印は取締役を兼務） 
＊代表執行役社長 朝 香 聖 一      
＊代表執行役専務 町 田   尚  社長補佐、技術担当、技術開発本部長、 
                総合研究開発センター所長、軸受技術センター所長 
＊代表執行役専務 大 塚 紀 男  社長補佐、管理部門担当、コーポレート経営本部長 
＊執行役専務   篠 原 三知夫 社長補佐、自動車本部長 
＊執行役専務   矢 野 豊 明  社長補佐、生産担当、生産企画本部長 
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執行役専務   出 川 光 夫  社長補佐、欧州総支配人 
＊執行役常務   原   道 夫  産業機械軸受本部長、調達本部長 
＊執行役常務   谷 川   彰  精機本部長 
執行役常務   三 觜 行 雄  ＮＳＫ販売（株）取締役社長 
執行役常務   庄 司 雅 夫  ＮＳＫステアリングシステムズ（株）取締役社長 
執行役常務   谷 川 紀 彦  コンプライアンス本部長、 
               コーポレート経営本部副本部長（兼）事業企画部長 
執行役常務   村 本  薫  アジア地区担当、アジア事業本部長、中国事業室長 
執行役常務   阿 部 信 義  自動車本部副本部長、中部日本自動車部長 
執行役常務   宇 山 洋 一  TIMKEN‐NSK BEARINGS(SUZHOU)CO.,LTD．総経理 
執行役常務   新 保 敏 英  藤沢工場長、産業機械軸受本部副本部長 
執行役常務   斎 藤 量 一  コーポレート経営本部副本部長（兼）経営企画部長 
執行役     恵 島 祥一朗 アセアン総支配人 
執行役     中 川 信太郎 品質保証部長 
執行役     吉 開  高  ＮＳＫステアリングシステムズ（株）取締役副社長 
執行役     小 林 秀 一  ＮＳＫプレシジョン（株）取締役社長 
執行役     松 尾  望  ＮＳＫ販売（株）取締役副社長 
執行役     玉 置  明  ＮＳＫプレシジョン（株）専務取締役 
執行役     正 田 義 雄  総合研究開発センター副所長 

(兼) 基盤技術研究所長 
執行役     伊 藤 雅 夫  コンプライアンス本部副本部長（兼）法務部長、 
               総務部長、広報部担当 
執行役     相 島 雅 一  人事部長、ＮＳＫ人事サービス（株）取締役社長、 
               ＮＳＫキャリアサポート（株）取締役社長 
執行役     小 森  勉  米州総支配人 
執行役     市 川 達 夫  コーポレート経営本部ＩＴ業務企画部長、 

ＮＳＫネットアンドシステム（株）取締役社長 
執行役     松 田 和 雄  ＮＳＫワーナー（株）常務取締役  
執行役     高 橋 伸一郎 中国総代表 
執行役     斉 藤 佳 男  コーポレート経営本部 経理部長（兼）ＩＲ室長 
執行役     大 坪 由二郎 ＮＳＫステアリングシステムズ（株）常務取締役 
執行役     建 部 幸 夫  産業機械軸受本部副本部長 
執行役     満 江 直 樹  軸受技術センター副所長、 

ＮＳＫワーナー（株）取締役 
執行役     武 岡 博 和  精機本部副本部長 
執行役     芝 本 英 之  石部工場長、信和精工（株）取締役社長 

以  上 


